
令和２年７月９日

第８回
東京水道グループ

コンプライアンス有識者委員会資料



本日の議事内容

１ 調査特別チーム最終報告書で掲げた再発防止策実施状況の報告

２ 水道局における内部統制システム構築に向けた実施状況
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１ 再発防止策実施状況の報告 2

不正行為に対するペナルティー強化
実施内容

〇 当局では、入札参加者がさぐり行為を行った場合に交付する「注意書」は、１年間で２回交付されたら指名停止と
なっている。

〇 加えて、交付１回目の場合においても１年間は指名決定を保留して独占禁止法等の法令違反がない旨の誓約書の提
出を求め、提出がない場合は指名しないこととしている。

さぐり行為確認

東京都契約事務協議会

各局から議案付議

注意書
注意書交付

注意書

1回目

2回目

東京都契約事務協議会

注意書の交付が1年以内に
２回目以上
各局から議案付議

指名停止

1月～12月（標準1月）

【注意書交付から１年間】

入札参加希望

指名決定保留

ヒアリング
誓約書提出

指名決定 指名しない

問題なし
誓約書提出

問題あり
誓約書不提出

入札参加希望があり、失効事由に該当しない場合、
指名決定を一旦保留し、ヒアリングの実施と、法令順
守と法令違反時の契約解除と違約金支出についての
誓約書の提出を求める。

※ 既に指名決定が行われて
いる場合には、談合情報取扱
要綱に従い、入札を取りやめる
ことが可能

＜当局でのこれまでの実績＞ 平成３０年１２月運用開始。本年５月末現在までに適用した事例は発生していない。



１ 再発防止策実施状況の報告 3

契約事務所管部署における情報漏えい防止

経緯

実施内容

平成２９年度三園浄水場排水処理作業委託の契約書等の書類を契約予定事業者に交付する際、誤って、非公表の
予定推定総金額が記載された書類を交付した。

契約課職員による情報流出

〇契約事務フローの点検を行い、厳格管理情報が表示された紙情報の有無を確認

〇厳格管理情報が表示された電子調達システムの画面のハードコピーは、原則出力禁止

〇業務上の用途で使った場合には、使用後、直ちにシュレッダー等により破棄することとし、保管は行わないよう徹底

〇電子調達システムへの入力内容の確認について、チェックリストを作成し、確認項目及び確認方法を局内で統一

〇契約書の受け渡し及び交付の際、管理簿に対応者等を記録し、管理

〇資料の混入を防止する取組み

・仕様書の１ファイル化

・２通作成する際のコピー対応の徹底

実施時期

令和元年１２月、全契約所管部署において運用開始



１ 再発防止策実施状況の報告 4

委託契約情報の事後公表の拡大

目 的

実施内容

○ 第三者による入札参加者の応札行動等の事後的な検証を可能とすることで、入札参加者への入札談合の抑止力強化を図る。

〇 契約額1,000万円以上の業務委託について、過去５年間の落札額・入札参加者別応札額等の情報を一覧表により公表
（これまでは過去１年）

実施時期

〇 平成３０年１２月運用開始

№ 52

入札（見積）金額　 入札（見積）金額 入札（見積）金額 入札（見積）金額

1 13,365,000円 1 12,132,000円 1 8,928,000円 1 15,640,000円

2 19,300,000円 2 13,240,000円 2 12,171,000円 2 16,580,000円

3 31,500,000円 3 13,440,000円 3 15,360,000円 3 20,510,000円

4 32,600,000円 4 15,795,000円 4 18,700,000円 4 24,300,000円

5 辞退 5 18,400,000円 5 辞退 5 辞退

6 6 19,460,000円 6 6 無効

契 約 年 度 平成31年度

契 約 件 名
平成２７年度三園浄水場発生土運搬作業
委託単価契約

契 約 件 名
平成２８年度三園浄水場発生土運搬作
業委託単価契約

契 約 件 名
平成２９年度三園浄水場発生土運搬作
業委託単価契約

契 約 年 度 平成27年度 契 約 年 度 平成28年度 契 約 年 度 平成29年度

契 約 件 名
平成３１年度三園浄水場発生土運搬作
業委託単価契約

30水朝浄庶契第202号

入札（見積）日 平成27年3月26日 入札（見積）日 平成28年3月23日 入札（見積）日 平成29年3月23日 入札（見積）日 平成31年3月12日

契 約 番 号 26水朝浄庶契第217号 契 約 番 号 27水朝浄庶契第194号 契 約 番 号 28水朝浄庶契第183号 契 約 番 号

16,891,200円

契 約 者 名 株式会社ヤマキ 契 約 者 名 新井運送株式会社 契 約 者 名 株式会社三輝 契 約 者 名 新井運送株式会社

契約額（税込） 14,434,200円 契約額（税込） 13,102,560円 契約額（税込） 9,642,240円 契約額（税込）

入札（見積）参加者名 入札（見積）参加者名 入札（見積）参加者名 入札（見積）参加者名

株式会社ヤマキ 新井運送株式会社 株式会社三輝 新井運送株式会社

株式会社リサイクル事業団 株式会社リサイクル事業団 新井運送株式会社 株式会社リサイクル事業団

大久保興業株式会社 大久保興業株式会社 株式会社リサイクル事業団 株式会社京葉興業

株式会社京葉興業 株式会社加藤商事 株式会社京葉興業 長崎輸送株式会社

長崎輸送株式会社 株式会社京葉興業 長崎輸送株式会社 株式会社ヤマキ

長崎輸送株式会社 株式会社三輝



２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

6

○ 当局では近年汚職事故が３回続いて発生。万が一、汚職事故が再発した場合、局の存続を危うくしかねない状況
○ 再発防止策は、内部規則の改定等にとどまらず、日々の業務運営に具体的に反映されることが重要であり、運用され、定着してい

るかを十分に検証するなどのPDCAサイクルの仕組みの構築が重要
○ 民間会社では内部統制の構築が進んでいるとともに、自治体においても地方自治法の改正（※）により、内部統制を導入

※ 令和２年４月１日施行 都道府県知事、指定都市の知事を対象としており、当局は適用外

内部統制とは、以下のリスクを一定の水準以下に抑えることを確保するために、業務に組み込まれ、組織内の全ての者によって遂行さ
れるプロセス＝「仕組み」
① 業務の効率的かつ効果的な遂行
② 財務報告等の信頼性の確保
③ 業務に関わる法令等の遵守（コンプライアンス）
④ 資産の保全の４つの目的が達成されない

水道局では、汚職事故防止の観点から、
特に③に重点化した内部統制構築に取り組む。

水道局の取組

〇 内部統制を取り入れることで、これまで行ってきた作業の目的や手順を改めて見つめ直し、日常業務上の注意すべき重要なポイントが明確化
〇 こうしたことを通じ、業務を正確に行い、不正が起こりにくい環境をつくり、その結果、業務を効果的に行うことが可能となる

根拠法令等 目的

株式会社
（上場企業）

金融商品取引法 財務報告の信頼性確保

株式会社
（上場企業に限らない）

会社法 業務の適正性確保

東京都知事部局 地方自治法 着実な財務に関する事務の適正な管理、執行、信頼される都政の実現

東京都水道局の内部統制の概要
内部統制を構築する背景

内部統制の定義

内部統制の効果

（参考）内部統制制度の比較
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２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

２０２０（令和２年度）
４月～３月

２０２１（令和３年度）
４月～３月

２０２２（令和４年度）
４月～３月

住民

コンプライアンス
有識者委員会

水道局長
（内部統制責任
者）

内部統制評価部門
（職員部）

方針
公表

内部統制体制の整備
（方針・要綱等策定）

内部統制体制の運用

内部統制のモニタリング
（実施状況調査・現地調査）

実施状況報告

内部統制の評価
（報告書の作成）

報告

公表

構築状況報告

整備
・予め想定されるリスクの分析及び重要性の評価
・重点的に対応すべきリスクの選定や取組の検討
・内部統制の基本方針の策定

運用
・各部、所は、日々の業務執行において、リスクの顕在化を未然に防止する取組を実施
・各部、所は、取組状況を点検して職員部へ報告
・万が一、リスクの顕在化等重大な問題に気が付いた場合には適時に職員部に報告

評価
・職員部人事課コンプライアンス推進担当は、各部・所における取組状況について、モニタリングを実施
・職員部人事課コンプライアンス推進担当では、内部統制の取組結果の概要を報告書にまとめ、内部統制推進
会議（仮称）において審議

公表
・東京水道グループコンプライアンス有識者委員会の意見を添えて公表
・内部統制推進会議では、取組状況の評価や有識者委員会の意見を踏まえ、次年度の計画に反映

（内部統制の４つのステップ）

（内部統制の運用スケジュール）
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２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

内部統制に
関する方針

改善（方針に反映・実施）
Plan

Do Check

Action

内部統制員
（課長）

東
京
水
道
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

有
識
者
委
員
会
（
外
部
評
価
）

内部統制責任者（局長）

内部統制評価報告書
推進部門 評価部門

公表
作成

各部署からリスク対応結果を報告

グループ統制

本庁各部等

B課A課 C課

支所等

B課A課 営業所

浄水管理
事務所等

B課A課 浄水場

内部統制に関する方針に従い内部統制を整備・運用
（マニュアル・規程等の作成・遵守）

政策連携団体

リスク評価と対応
（Ex 個人情報漏えい）

リスク評価と対応
（Ex 機密情報漏えい）

リスク評価と対応
（Ex 書類の管理）

内部統制に関する基本方針

≪内部統制システム構築≫

策定

公益通報窓口通報

情報
集約

意見報告モニタリング
（書面調査・現地調査）

内部統制推進体制（イメージ）

Ver.２（令和元年10月第４回委員会資料を一部修正)

内部統制員（課長）による日常的モニタリング
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２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

役割 内容 職

内部統制責任者 内部統制の基本方針等の重要事項を決定 局長

内部統制副責任者 内部統制の実務的な責任者 職員部長

内部統制総括員
内部統制推進部門及び内部統制評価部門
の責任者

職員部人事課コンプライアンス監理担当
課長

系列部内部統制推進責任者
所管事業所を含む系列部内の内部統制推
進の責任者

本庁部長

事業所内部統制推進責任者 事業所内の内部統制推進の責任者 事業所長

内部統制員
各課における取組を推進するとともに評
価を実施

各課長

部署 内容 職

内部統制推進部門 局内の内部統制の整備及び運用を推進 職員部人事課コンプライアンス推進担当

内部統制評価部門 内部統制の整備状況及び運用状況を評価 職員部人事課コンプライアンス推進担当

会議体 内容 職

内部統制推進会議（仮称）
内部統制の取組状況の評価、構造的課題
の識別及び改善に関して必要な事項の検
討

内部統制責任者（局長）
内部統制副責任者（職員部長）
系列部内部統制推進責任者（本庁部長）
※事務局：内部統制推進・評価部門

（職員部人事課コンプラ推進担当）

内部統制局内体制（案）
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事業所内部統制
推進責任者
（事業所長）

２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

内部統制責任者
（局長）

系列部内部統制
推進責任者

（本庁各部長）

◇本庁各部

内部統制員
（各課長）

内部統制員
（各課長）

状況報告 連絡・周知

状況報告

指示・決定

◇事業所等

（内部統制局内体制 イメージ図）

状況報告

指示・決定

審議・検討

内部統制推進会議（仮称）

内部統制総括員
（コンプライアンス監理担当課長）

内部統制推進部門
（人事課コンプライアンス推進担当）

内部統制評価部門
（人事課コンプライアンス推進担当）

◇内部統制推進・評価部門（取りまとめ）

状況報告

指示・決定

9

内部統制員
（営業所長）

内部統制員
（浄水場長）



２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

内部統制のモニタリング
〇モニタリングは、①日常的モニタリング、②独立的評価、③外部評価により構成

内部監査部門の
服務監察等

内部統制
評価部門

内部統制推進会議（仮称）

事故報告
集計

懲戒処分
の状況

☑
OK ×

課題
あり

内部統制に
関する実地
調査・書面
調査の結果

①取組概要
②自己点検結果
③内部統制の調査結果
④問題点の構造化
⑤総括評価結果
⑥次年度の取組方針

東
京
水
道
グ
ル
ー
プ
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
有
識
者
委
員
会

日常的モニタリング 独立的評価

〇〇 ☑
〇〇 ☑
〇〇 □×

自己点検
チェックリスト

日常業務の過程で
内部統制をモニタリング

課長

代
理

代
理

代
理

課長

代
理

代
理

代
理

・・・

部長等

内部統制推進部門

自己点検
結果を報告

対象部署、評価項目等
を整理・分担、評価（監
察）結果を共有する等
の連携

監察結果

内部統制の取組を総括、大局
的観点から評価
• 局全体で組織的に取り組ん
だか？

• 問題点を構造化できている
か？

• 改善点が明確にされ、実際
に改善されたか？

外部評価

内部統制評価
報告書を審議

評価のポイント

• 評価結果に
客観性があり、
独善的でな
いか。

• 組織的な課
題の構造化
は適切か。

• PDCAは機
能しているか。

意見付記

次年度の内部
統制方針や改
善に反映

分析

調査

監査

内部統制評価報告書

① ② ③
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２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

3つのディフェンスラインモデルの概要

〇内部統制を構築する際には、３つのディフェンスラ
インモデルが重要とされている。

〇経済産業省が発行した「グループ・ガバナンス・シ
ステムに関する実務指針」では、「内部統制システ
ムの構築・運用のため、第１線（事業部門）、第２
線（管理部門）、第３線（内部監査部門）から成る
「３線ディフェンス」の導入と適切な運用の在り方
が検討されるべき」とされている。

〇第１のディフェンスライン
支所や浄水場などの事業部門

〇第２のディフェンスライン
本庁の管理部門

〇第３のディフェンスライン
内部監査部門

3つのディフェンスラインモデル

第1ライン
事業部門

〇支所や浄水場等現場
での調達やコンプライ
アンスに関連するリスク
評価と対応状況をモニ
タリング

〇ある浄水場で取り組ん
でいるリスクについて、
ほかの浄水場でも取り
組むべきと考えられる
が実施されていない
ケースがないかを点検

〇実施事項によっては、
本庁の各課を含む

第2ライン
本庁管理部門

第3ライン
内部監査部門

〇本庁の管理部門（総務
部、経理部、浄水部等）
や内部統制推進部門を
中心に調達やコンプライ
アンスに関連する局共通
的なリスクの取組状況を
モニタリング

〇局における内部監査部
門及び内部統制評価部
門が、第１ラインと第２ラ
インから独立した視点で
監査等を行い、第１ライ
ンと第２ラインが気が付
きにくい改善契機をもた
らしているかを検討

（内部統制の３つのディフェンスラインモデル）

（例） （例） （例）

日常的モニタリング

①

独立的評価
②
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２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

（内部統制の評価・評価主体及び評価方法）

〇内部統制評価部門（人事課コンプライアンス推進担当）は内部統制が機能しているかのモニタリングを実施
〇モニタリングに当たっては、内部監査部門と連携
〇モニタリングの方法は、実地調査と書面調査に分けられる

監査・
評価

報告

コンプライアンス推進担当
（内部統制評価部門） ① 内部監査部門の監査事項と内部統制評価

部門の評価対象（部・所）が重複しないよう

調整する。

評価対象（部・所）の調整

④ 内部監査部門では服務監察等や懲戒処分

に関連して内部統制上の問題点を早期に把

握できる可能性がある。内部監査部門とコン

プライアンス推進担当（内部統制評価部門）

の間で、監査以外の点も含めて情報共有を

図る。

情報共有の連携

② 内部統制評価についての評価基準を作成す
る際に、評価基準、評価項目の重複を避け
るための調整を行う。

評価基準・項目の調整

調整内容

内部監査部門

（服務監察 予防監察及び
事故監察1）

監査・
評価

報告

③ インタビューのタイミングをまとめる等、対象
となる職員の負担を軽減できるように調整す
る。

調査対象職員との調整

監
査
実
施
前

監
査
実
施
中

監
査
実
施
後

１ 東京都服務監察規程(昭和三十年東京都訓令甲第三十一号)参照

共
通
点

監査手法

実地調査 書面調査併用

監査対象

本庁

現場

相
違
点  内部統制

 一般服務
 情報セキュリティ
 ・・・・

監査の目的（評価項目）

情報共有

12



２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

（内部統制評価部門の評価項目等のイメージ）

内部統制評価部門のモニタリング

主に本庁で実施する局共通の内部統制（横軸の統制）
に対する評価項目

内部監査部門ですでに実施済みの汚職等防止策、物品
契約、汚職等防止策検討結果報告書（中間報告におけ
る）汚職防止策など。

内部監査部門と共通する項目

新たに設ける評価項目

主に現場での内部統制（縦軸の統制）に対する評価項目

本
庁

現
場

書面調査等

• 本庁：書面調査中心にインタビューを組み
合わせる

現地調査

現場に対してできる限り書面調査を実施する
が、実地で確認する必要があるものに重点化
して実地調査を行う

＋
重点化

悉皆的

• 現場：本庁で確認できるものは書面調査を
実施

〇モニタリングを行うに当たり、内部監査部門及び内部統制評価部門（人事課コンプライアンス推進担当）で評価基準・項目の共通
する部分を調整

13



２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

内部統制の整備（P）・運用（D）

14

〇水道局は昨年度の不祥事（入札談合等関与行為）を踏まえ、内部統制の取組事項の１つとして、独占禁止法、入札談合等関与行為防止法の
コンプライアンスプログラムを導入することとした。

独占禁止法、入札談合等関与行為防止法のコンプライアンスプログラムの内容（例）

① トップマネジメント層からメッセージの発信

② 懲戒処分規程（社内リニエンシー制度）の周知

③ 業務マニュアル（厳格管理情報の取扱いなど）の周知・徹底

④ 業者等利害関係者に対する複数名対応

⑤ 相談窓口の設置

⑥ 研修の受講管理、WEBテストによる浸透度チェック

内部統制の評価（C）

〇A浄水場では、現場の課長が取組内容について、日常的にモニタ リングを実施
〇結果を自己点検チェックリストに記載し、課題を整理し、部で取りまとめの上、内部統制評価部門に報告

現場 内部統制
評価部門

研修の受講率が50％であり、WEBテストの正答率も60％

内部統制の取組（例） （評価部門におけるモニタリングモデルケース）独占禁止法、入札談合等関与行為防止法コンプライアンスプロラム

内部統制員
（課長級職員）

・プログラムのうち、⑥に問題があった場合（例）

内部監査
部 門

・プログラムのうち、①、⑤、⑥について
重点的に確認

・プログラムのうち、既存の監察項目（②、③、④）に
ついて重点的に確認



２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況 15

内部統制の改善（A）

〇内部統制評価部門は、書面調査、実地調査、内部監査部門の監察の結果等を踏まえ、課題を構造化（ルールを遵守できない根本原因の解明）
〇内部統制評価部門は、独立評価の結果を評価報告書にて指摘
〇内部統制評価報告書は、東京水道グループコンプライアンス有識者委員会の意見を付し公表

〇 翌年度以降、独立評価の結果を踏まえ、内部統制の改善を実施
（例）研修の受講については対面だけではなく、視聴可能時間の制限がないWEBによる研修受講ができるように内容を改定し、

また、A浄水場では、現場業務の分担の見直しを実施

リスクの葉

〇内部統制評価部門は、A浄水場において、独立的な立場からモニタ リングを実施（独立評価）

現場でなぜ受講率が低いかイン
タビューしてみよう

内部統制
評価部門

内部統制員
（課長級職員）

〇現地調査（書面調査に基づき重点化して実施）

WEBテストの正答率が低

いのは、研修の受講率に
問題がありそうだ

内部統制
評価部門

〇書面調査（現場から提出されるチェックリスト）

内部監査部門

WEBテストの正答
率が低い

研修の受講率が
低く、知識の習熟
が不十分

（根本原因）
現場業務を行う職員
が研修を受講するた
めの時間が確保でき

ない

（内部統制評価報告書）
現場業務分担の見直し、研修の受
講形態について改善の余地がある

なぜ？なぜ？

内部統制の取組（例） （評価部門におけるモニタリングモデルケース）独占禁止法、入札談合等関与行為防止法コンプライアンスプロラム

〇内部監査部門

内部監査部門

情報共有 調整 ・服務監察及び業務監察の
定期監察と同日程で実施等



4月 5月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

全庁の動き

コンプライアンス
有識者委員会

内部統制推進会議
（仮称）

内部統制推進部門

内部統制評価部門

各部・所

２ 水道局内部統制システム構築に向けた実施状況

５月：東京都コンプライアンス委員会

※各部・所コンプライアンス推進計画策定
内部統制の取組を決定
必要に応じて予算要求

前年度取組の継続実施 各部・所が実施するリスク対応への取組を実施

前年度取
組の総括

課題
抽出

実施状況調
査等の分析

※

内部統制評価報
告書作成

８月：委員個別説明
〇内部統制報告書

取組の実施状況調査（チェックシート・現地調査）
現場との意見交換

１月 報告・審議
〇内部統制の取組状況

１月 報告・審議
〇内部統制の取組状況

１月：リスクの洗い出し

※

当該年度の内部統制の取組

前年度の内部統制の評価
内部統制の年間実施予定

第１回都議会定例会第２回都議会定例会 第３回都議会定例会 第４回都議会定例会

公表

※水道局コンプライアンス推進計画作成
当該年度内部統制計画作成

知事部局議会報告
（報告書）

７月 審議・評価
〇内部統制の取組状況と今後の取組

６月 審議
〇局コンプライアンス推進計画
〇当該年度内部統制計画

水道局全体で実施するリスク対応への取組を実施
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